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平 成 ３ １ 年 度 主 要 事 業 概 要 

 
東京消防庁は、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を２年後に控える中、「３つのシティ」実現に向け都民ファーストの視点

に立った消防行政を積極的に推進しております。 

今後も、より一層、安全で安心な生活を望む都民の期待に応えるため、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会、昨今頻発している地震

や酷暑等による自然災害、東京での発生が懸念されているテロ災害等に備えた消防活動体制の充実強化及び都民一人ひとりの防災力向上に向けた取組

の着実な推進を図るなど、都民ニーズや社会状況の変化に伴う諸課題に迅速に対応するとともに、事業の有効性を厳しく分析・検証し、より質の高い

消防行政を展開してまいります。 

これらを踏まえて優先度の高い施策を厳選し、以下の政策に沿って、主要事業を重点的に推進します。 

 

〔政策〕 

１ 一人でも多くの都民に信頼される東京消防庁にする。 

  都民の信頼を得るためには組織向上力が不可欠であり、その組織の基盤である一人一人の成長が重要であることから、職務、階級等に応じた職員

の育成及び人材活用等を図っていく。 

２ 東京 2020大会を無事に終了させる。 

  安全・安心な東京 2020大会開催に向けた準備を全庁的に進めていく。 

３ どのような災害にも的確に対応する。 

  誰もが安心して暮らせる「セーフ シティ」の実現に向け、各種装備・資器材の充実等を図り、火災・救助だけでなく、震災及びテロ災害等のあ

らゆる災害への対応など、災害実態に応じた迅速・的確な対応ができるように消防活動能力の強化等を図る。 

  また、消防水利・消防団の装備資器材の整備などを行い、消防活動能力の更なる強化を図る。 

４ 一人でも多くの人の命を救う。 

増大する救急需用に対応するため、救急隊の増隊やＩＣＴ技術を活用した効率的な救急対応の推進及び救急車の適正利用など、救急活動体制の充

実強化を図る。 

また、一人でも多くの都民に対し、応急手当の更なる普及促進を図り、バイスタンダーを一人でも多く育成する。 

５ 一人でも多くの都民に防災への関心を持ってもらう。 

地震や火災による被害を軽減させるため、多くの都民に防災への関心を持ってもらう必要があることから、「ＶＲ防災体験車」、「まちかど防災

訓練車」等を活用した「出向き型」の防火防災訓練や子育て世代等年齢層に応じた訓練を推進し、都民一人ひとりの防災行動力の向上を図る。 

６ 一つでも多くの建物の安全性を向上させる。 

高層化・大規模化する建物が増える中、危険性に応じた火災予防を推進することで、都民が安全・安心に暮らせるための環境作りを行う。 



平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減

748,663 355,042 0
748,663 393,621 355,042 １  都内全域における万全な警戒 723,826

(1) 映像位置情報共有システムの整備　

発信機70台/受信機74台
全体計画　発信機111式/受信機101式、3年計画・3年目

(2) 東京消防庁オペレーションセンター（仮称）の整備

ディスプレイ・電子黒板等

　
(3) 東京2020大会に向けた消防車両の整備　

救急車　　　増強19台
救急車　延伸整備46台

２　大会会場等における火災の未然防止 24,837

(1) 消防用設備等点検報告の促進 
送付用文書発送委託等

(2) 防火管理業務の実施促進　
送付用文書発送委託等

内容説明

【政策１】
東京2020
大会を無事
に終了させ
る。

はしご車(大量救出・車いす対応型) 更新 1台

新
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要

歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策２】 10,092,523 △ 60,928 0
10,349,594 10,153,451 196,143 １  テロ災害に対する救出救助体制の充実強化 21,800

(1) 陸上自衛隊衛生学校委託研修　
2人

全体計画　4人/2年計画・2年目

(2) SNSによる早期情報集約システムの整備　
ライセンス等　12か月

(8か月→12か月)

(3) 消防情報マッピング・ナビゲートシステムの整備
動作検証、260台リース

0

２　水上消防体制の充実強化 1,230,524

(1) 水上消防活動体制の強化　
研修・資器材整備等

(2) 臨港消防署(港湾施設)の整備
浮桟橋等港湾施設整備

３　航空消防体制強化による安全対策の充実 2,846,180

(1) 消防ヘリコプターの更新　
大型機「ひばり」　3年計画・3年目

(2) 回転翼航空機航空従事者養成委託研修　
操縦士4人、整備士4人

全体計画　操縦士16人・整備士16人/5年計画・2年目

どのような
災害にも
的確に対応
する。
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

(3) 消防ヘリコプター航空機保険契約
第三者賠償責任保険

(4) ヘリコプターテレビ伝送システムの更新　
基地設備更新

４　多様化する災害等に対する消防活動体制の充実強化 732,699

(1) 新たな消防部隊の創設　
車両等増強、資器材整備、庁舎改修等

(2) 熱中症対策資器材の整備
ミストシャワー・テント等

(3) 大規模水災用ウレタンボートの整備　
ボート2艇・船外機2台

全体計画　6艇/3年計画・3年目

(4) 浸水被害予測シミュレーションシステムの開発
詳細設計・開発
3年計画・2年目

５　大規模危険物施設等に対する安全対策の充実 245

輻射熱表示シートの整備　
62枚

全体計画　10年更新・2年目

新

新

新
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要

歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

６　震災時等における消防活動体制の充実強化 49,174

(1) 災害図上訓練システム　
システムリース・シナリオ作成等

(2) 大量放水資器材の導入　
83台

全体計画　292台/4年計画・3年目

(3) 救助用支柱器具の整備　
16式

全体計画　82式/5年計画・3年目

(4) 高度救助資器材の更新
埋設物探査機　1式

早期地震警報システム　1式

７　震災時等における情報収集体制の充実強化 38,580

(1) 防災関係機関相互の災害情報等リアルタイム共有体制の構築
詳細設計

4年計画・3年目

(2) エレベーター閉じ込め事案に係る調査委託
調査委託一式

新
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

８　木造住宅密集地域を重点とした震災対策の推進及び水利整備・確保の推進
257,071

(1) 飛び火を考慮した延焼シミュレーション機能向上　
開発・地域別延焼危険度測定

(2) 震災時多機能型深層無限水利（深井戸）の整備　
1基

(3) 防火水槽の整備　

９　経年防火水槽の再生 440,162

(1) 経年防火水槽(道路下)の再生　
工事73基
設計83基

(2) 経年防火水槽(道路下以外)の再生等び用途廃止　
内部調査　165基

新
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

１０　特別区消防団の災害対応力の充実強化 334,041

(1) 水害対策用資器材の整備　
フローティングストレーナー　 70基
フロートロープ・強力ライト　439個

(2) 酷暑対策用被服の整備　
Tシャツ(速乾性)、ポロシャツタイプ被服、帽子

全消防団員分一括整備

(3) 消防団用可搬ポンプ積載車の整備
増強15台、更新10台等

(4) 消防団員募集広報　
広報デザイン一括委託等

(5) 消防団員相談窓口業務委託　
業務委託一式

(6) 特別区消防団技能講習　
各団1名等(英会話・手話)

(7) ｅラーニングシステムの運用
システム使用料、コンテンツ作成

新

新
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要

歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

(8) 消防団員婦人科検診　
一式

(9) 消防団員被服一括管理業務委託
業務委託一式

１１　消防車両等の整備 4,399,118

更新車両等
更新車両147台、ホース5,300本

1 9
2 10

3 11

4 12
5 13
6 14
7 15
8 16
9 17

水槽付ポンプ車 6台 査察広報車 2台

小型水槽付ポンプ車 9台 人員輸送車 11台

区　　　　　分 規　　模 区　　　　　分 規　　模
普通ポンプ車 31台 指揮隊車 6台

はしご車 5台 照明電源車 2台
救助車 3台 補給車 2台

小型ポンプ車 3台 資材搬送車 1台
救急車 50台 消防活動二輪車 4台

大型化学車 1台 貨物車 3台

147台

化学車 6台 特殊災害対策車 2台

更新車両合計

5,300本ホース
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策３】 1,410,952 △ 53,096 0
1,410,952 1,464,048 △ 53,096 １　救急活動体制の充実強化 200,719

(1) 救急車の増強　
車両8台等

(2) 救急隊の効率的な運用　
待機所整備等

(3) 救急機動部隊の拡充に伴う運用　
待機所整備等

(4) 多数傷病者発生時の情報収集機能の整備　
システム利用料

209,482

２　救急車の適正利用の促進　 607,965

救急相談センターの充実強化
普及広報等
電話相談員
電話通信員

３　応急手当の普及促進 602,268

応急手当講習普及業務委託　
業務委託一式

一人でも
多くの人の
命を救う。

新

新

新
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策４】 622,250 △ 143,956 0
656,522 766,206 △ 109,684 １　防火防災訓練の推進による都民の防災行動力の向上 500,760

(1) 都民防災教育センター運営業務委託　
開館日拡大、業務委託一式

(2) 都民防災教育センター改修及び維持管理
VR防災体験コーナー(3か所)の製作

予約受付管理システム(3か所)の導入

(3) 公衆無線LAN（Wi-Fi）による広報活動及び施設サービスの向上
Wi-Fiの整備(1か所)

(4) ＡＲを活用した水害体験資器材の整備
ARアプリ・タブレット　4台

0

２　要配慮者（高齢者・障害者等）を住宅火災等から守るための取組の推進
34,272

(1) 高齢者の防火防災に関する安全対策の推進　
冊子原画作成等

(2) ファーストレスポンスチーム（仮称）の創設　
EV車両・資器材等の整備

一人でも
多くの都民
に防災への
関心を持っ
てもらう。

新

新

新
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

0

３　都民生活事故による被害低減対策の推進 16,524

都民生活事故データのオープンデータ化に向けた分析調査
システム設計等(3年計画・2年目)

104,966
104,966
104,966

４　総合防災教育による防災対策の推進 104,966

自主防災組織等育成指導業務
運営経費等

20,778

81,157

3,031
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策５】 290,471 2,166 0
290,471 288,305 2,166 １　消防技術者講習等の推進 249,274

(1) 防火・防災管理講習業務委託等
業務委託一式

(2) 危険物取扱者保安講習及び消防設備士講習業務委託等
業務委託一式

0

２　自主防火を向上させる体制の構築 41,197

(1) 民間情報を活用した効率的な防火安全指導の推進
事業所情報等一式

(2) ＡＩ技術等を活用した効果的な火災予防に資する分析調査
調査・分析等一式

(3) インバウンドに向けた火災予防対策の推進
原画作成等

一つでも
多くの建物
の安全性を
向上させ
る。

新

新
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

【政策６】 11,223,296 △ 9,373,454 0
24,896,785 20,596,750 4,300,035 １　消防行政に関する情報発信・情報提供の強化 126,373

(1) 戦略的広報の推進に向けた業務委託
業務委託一式

(2) 都民及び報道機関等に対する情報配信体制の強化　
機器等保守・回線使用料

(3) 消防防災資料センター運営業務委託
業務委託一式

(4) 消防防災資料センターの維持管理　
緊急地震速報賃借

２　消防業務のＩＣＴ化の推進による都民サービスの向上 2,347,312

(1) 総合情報処理システムの更新　
開発費用等

(2) 消防アプリの運用　
維持管理

(3) 指令管制業務の高度化に向けた実態調査委託
調査委託一式

一人でも
多くの都民
に信頼され
る東京消防
庁にする。

新

新
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

３　消防職員の多言語対応の強化による消防行政サービスの向上
7,828

(1) 英語対応救急隊育成研修　
40人

全体計画　120人/3年計画・3年目

(2) 救急隊用多言語音声翻訳ツールの整備　
72台

0

４　情報通信体制の整備 2,543,457

デジタル無線設備の整備
TDMA方式更新・SCPC方式維持

0

５　情報処理体制の整備 68,054

(1) 情報セキュリティ外部監査委託
システム監査等

(2) 消防行政ネットワークデータセンター更新
一式

0

６　省エネ・再エネを導入した消防庁舎の建設 1,281,018

消防庁舎等の照明設備のＬＥＤ化の推進
消防署所・消防団施設

4年計画・3年目
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

７　消防車両等に係る低公害・低燃費対策の推進 123,305

消防車両等の整備（更新車両等）
低公害車両　18台

0
0

８　消防署所の整備等

(1) 署所改築

(2) 分団本部施設
改築等　8棟

アスベスト調査　40か所

(3) 用地取得 小山出張所
上北沢出張所

12,958,646

区分
設計等 工事等

新規 継続 新規 継続

麻布指定
(解体)

菊坂指定・本町

消防署 ― 国分寺
（遺跡調査等）

清瀬
(仮庁舎)

福生
（解体）

八王子(解体)
赤羽・臨港
三鷹・調布

多摩・北多摩西部

出張所
青戸
緑

上北沢

高円寺
志茂
昭和
牟礼

三ツ木
富士森

花小金井
馬込・空港(解体)

待機宿舎
砂町単身
中野指定

―
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要

歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

0

９　勤務環境の整備 4,733,777

(1) 庁舎改修
庁舎外壁改修・待機宿舎・方面訓練場改修等

(2) 設備改修
発電設備・受変電設備・消防設備更新等

１０　職員定数　 707,015
増員111人(18,502→18,613人)

人件費・被服費等
(1) 新たな消防部隊の創設

(2) ファーストレスポンスチーム(仮称)の創設
6,470

(3) 需用予測等を踏まえた救急隊の配備 41,006

ア　増強救急隊　6隊 19,478

イ　デイタイム救急隊　1隊
ウ　救急機動部隊　1部隊(2隊)

1,720

(4) 夜間等における防火査察体制の強化

(5) 業務の効率化

情報処理 15,261
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平 成 31 年 度 主 要 事 業 概 要
歳　出 （単位：千円）

政　　策
31年度
見積額

30年度
予算額

増（△）減 内容説明

24,388,155 △ 9,274,226

主要事業計 38,352,987 33,662,381 4,690,606
　

その他経常経費内訳

そ の 他 228,124,369 7,779,750
経常経費 228,124,369 220,344,619 7,779,750 見積額

199,296,756
198,263,413

1,033,343
28,827,613
22,081,206
6,746,407

228,124,369
220,344,619

252,512,524 △ 1,494,476

総合計 266,477,356 254,007,000 12,470,356
△0.6%

4.9%

30年度事業費
差　　　引
31年度計
30年度計

差　　　引 7,779,750

区　　分

31年度給与関係費
30年度給与関係費

差　　　　引
31年度事業費
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